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201９年、奈良県内で倒産した企業は９４件、一方休廃業・解散した企業は2４９件で、倒産件数を
大きく上回り、2.6５倍にものぼる件数が発生しています。

81%

出典 (株)東京商工リサーチ 201９年奈良県「休廃業・解散企業」動向調査
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休廃業・解散 倒産

「会社の今」を見つめ直し、経営の「見える化」、会社の「磨き上げ」、そして「円滑な事業承継」により、
魅力あふれ、永く継続する会社を組み立てましょう。また、資産（株・固定資産）の引継ぎも計画的に実施し
ましょう。そのためには、承継診断、見える化・事業承継計画書作成、実行まで計画的に進めましょう。

経営状況・経営課題
等の把握

本業の競争力強化・
経営体制の見直し等
で企業価値アップ

事業承継診断の実施 経営の「見える化」計画書・事業承継計画書を作成し計画的な取組

事業承継を行う際、企業の構成要素を充実させることが、企業成長にとって重要です。

計画書に応じて
承継準備
特例税制・補助
金の活用

会社の今
経営の

「見える化」

会社の
「磨き上げ」 事業承継

事業承継の承継方法と取組ステップ

親族もしくは従業員等の後継者とコミュニケーションを図りながら、事業承継への同意を得た上で次期経営者と
して必要な育成を進めます。また、後継者が社内では確保できない場合の事業承継として、企業や個人などの第
三者に事業を譲渡するＭ＆Ａという選択肢もあります。後継者の選定は、早めの準備が必要です。

①親族への承継 ②従業員への承継
③社外への引継ぎ
（Ｍ＆Ａなど）

事業引継ぎ
支援センター

2018年1月1日から2027年12月31日の10年間の贈与・相続について適用されます。
（2018年4月1日から2023年3月31日までに特例承継計画の提出が必要です）

・対象株式数の上限を撤廃し猶予割合を100％に拡大することで、承継時の贈与・相続税が猶予され
ます（現金負担がゼロになります）。

・複数の株主から、代表者である後継者への承継も対象になります。
・雇用維持要件を満たせなかった場合でも納税猶予が継続可能になります。
・売却額や廃業時の評価額を基に納税額を再計算し、事業承継時の株価を基に計算された納税額
との差額を減免することで、経営環境の変化による将来の不安を軽減します。

事業承継税制の概要～ 抜本拡充・特例税制を有利に活用しよう ～

・承継時の贈与・相続税が猶予されます（現金負担がゼロになります）。
・事業を行う為に必要な様々な事業用資産が対象です。

(土地・建物、機械・器具備品、車両・運搬具、生物、無形償却資産 等)

法人版

個人版

事業承継に向けた
準備の必要性の
認識

事業承継
計画書作成

株式、事業資産
経営権の承継を
実行

201９年1月1日から202８年12月31日の10年間の贈与・相続について適用されます。
（201９年4月1日から202４年3月31日までに個人事業承継計画の提出が必要です）

代表者の年代別構成比

➢中小企業経営者の年齢の山は、 1995年から20年間で47歳から66歳になり、2020年には

70歳に迫る状況です。

経営者の「高齢化」が進展し、経営者の「世代交代」が進んでおりません。

➢現状を放置すると、中小企業・小規模事業者の廃業が急増し、地域経済が衰退します・・・！

・2015年から2025年の間に、70歳（平均
引退年齢）を超える中小企業・小規模事業者
の経営者は約245万人となり、うち約半数の
127万人（日本企業全体の約3割）が後継者
未定です。

・現状を放置すると、中小企業廃業の急増に
より2025年頃までの10年間累計で約650
万人の雇用、約22兆円のGDPが失われる
可能性があります。

70歳未満
（約79万人）

70歳以上
（約93万人）

70歳以上

（約152万人）

70歳未満
（約57万人）

法人

個人事業者

245万人
の半数
127万人

雇用損失：127万社×5.13人＝約650万人 経済損失：127万社×1,733万円＝約22兆円

出典：日本銀行 金融機関における事業承継支援に加筆

出典：中小企業白書に加筆

人(経営)
・経営権
・後継者の選定・育成
・後継者との対話
・後継者教育

資 産
・株式
・事業用資産
・資金、設備、不動産等
・許認可

知的資産
・経営理念
・経営者の信用
・取引先との人脈
・従業員の技術・ノウハウ
・顧客情報

奈良県の状況・事業承継の課題

中小企業経営者の高齢化と課題

休廃業・解散 倒産件数 年次推移
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